
 
 

平成23年度文京区財務諸表の概要 

Ⅲ バランスシート 

◆バランスシートとは、決算時点において保有する資産の状況と、これに対応した
負債及び純資産の状況を対照表示するものです。
◆通常の官庁会計では把握しきれない、資産や負債の全体像が明らかにされます。

平成１１年度以降、文京区独自のモデルにより財務諸表を作成し、公表し
てきましたが、20年度決算から国の示す公会計モデル（総務省方式改訂モデ
ル）により財務諸表を作成しています。

他団体との比較が可能な財務諸表を作成することで、より一層の説明責任
を果たすとともに、今後は、財務諸表の分析結果を予算編成に活用し、中長
期的に持続可能な財政運営の実現に取り組みます。

本文 P．23 本文 P．28～ 

　連結バランスシートの概要 （単位：百万円）

資産の部 負債の部
１　公共資産 424,676 １　固定負債 26,659

有形固定資産 421,134 地方債 12,408
無形固定資産 11 退職手当等引当金 14,250
売却可能資産 3,531

２　投資等 37,827 ２　流動負債 4,886
投資及び出資金 579 翌年度償還予定地方債 2,292
貸付金 207 未払金 170
基金等 35,541 翌年度支払予定退職手当 1,456
長期延滞債権 1,730 賞与引当金 928
その他 2 その他 37
回収不能見込額 △ 234

３　流動資産 31,514
資金 30,343
未収金 1,261
その他 145
回収不能見込額 △ 235 　負債合計 31,546

純資産の部
４　繰延勘定 3 　純資産合計 462,475

　資産合計 494,022 　負債及び純資産合計 494,022

◆ 対象会計範囲
普通会計、公営事業会計、公営企業会計、第三セクター等、一部事務組合及び
広域連合

◆ 作成基準日
平成２4年３月３１日

◆ 固定資産の評価方法
土地は相続税路線価、建物・備品は取得価格、道路・橋りょうは決算統計数値
から算出しています。

◆ 売却可能資産
現に公用・公共用に供していない公有財産を、売却可能額で計上しています。

◆ 退職手当等引当金
年度末に、在籍している全職員が自己都合により普通退職したと想定した場合

の要支給総額を計上しています。
◆ 回収不能見込額

過去５年間の収入未済額に対する不納欠損額の比率を、平成２3年度の収入未
済額に乗じて推計し、算出しています。
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Ⅱ 基本的事項 本文 P．24～ 

◎ 資産の部
◇ 有形固定資産は、4,211億円（うち文京区が保有する土地が3,062億円（72.7%）

です。なお、この土地評価額のうち2,129億円は、資産評価差額です。
◇ 売却可能資産は、6件で35億円です。
◇ 基金等は、特定目的基金と定額運用基金とを合わせて355億円です。

◇ 長期延滞債権（収入未済額のうち22年度以前のもの）は、17億円です。

◎ 負債の部

◇ 地方債残高（固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定地方債」の合計）は、
147億円です。

◇ 資産の部における流動資産の資金は、303億円となっていて、手元の資金が地方債残高

（借金）の額を上回る状態であり、健全な財政状況であることを示しています。
◇ 退職手当等負担額は、退職手当等引当金と翌年度支払予定額を合わせて157億円です。

職員数・平均年齢のいずれも減少傾向にあるため、退職手当等の負担額も減少傾向にある

といえます。
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Ⅴ 純資産変動計算書 

◎ 平成23年度の行政コスト
◇ 経常行政コストから受益者負担などで賄われた額を差し引いた純経常

行政コストは、770億円です。

◎ 行政コストの性質別割合
◇ 人件費など人に係るコストは、200億円（18.6％）です。

◇ 物件費など物に係るコストは、232億円（21.6％）です。
◇ 社会保障給付など移転支出的なコストは、630億円（58.5％）です。

◎ 行政コストの目的別割合

◇ 最も大きな割合を占めるのは、福祉で711億円（66.1％）です。

◆行政コスト計算書とは、地方自治体が1年間に行う人的なサービ
ス、給付サービスなど資産の形成につながらない活動について、ど
のくらいのコストをかけたかを表すものです。

　連結純資産変動計算書の概要 （単位：百万円）

期首純資産残高 472,110

純経常行政コスト △ 76,989
一般財源 50,424
補助金等受入 27,385
臨時損益 △ 117
資産評価替えによる変動額 △ 10,973
無償受贈資産受入 11
その他 623

期末純資産残高 462,475

◎ 経常的収支の部（39億円）
この黒字幅が小さいときは、財政構造が

硬直化していることを示します。

◎ 公共資産整備収支の部（19億円）
プラスであることは、臨時的収入である

特定財源で賄われていることを示します。

◎ 投資・財務的収支の部（△7０億円）
マイナスであることは、それだけ基金の

積立てや地方債の償還が行われたことを示
します。

　連結資金収支計算書の概要 （単位：百万円）

１　経常的収支の部 3,876
　 支出合計 103,438

収入合計 107,314
２　公共資産整備収支の部 1,921

支出合計 2,084
収入合計 4,005

３　投資・財務的収支の部 △ 7,012
支出合計 7,515
収入合計 502

当年度資金増減額 △ 1,214
期首資金残高 31,533
経費負担割合変更に伴う差額 24
期末資金残高 30,343
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　連結行政コスト計算書の概要

　経常行政コスト　A 107,607 　経常行政コスト　A 107,607

≪性質別内訳≫ ≪目的別内訳≫

   １　人にかかるコスト 20,021 　1　生活インフラ・国土保全 4,262
　2　教育 11,018

   ２　物にかかるコスト 23,241 　3　福祉 71,120
　4　環境衛生 7,184

   ３　移転支出的なコスト 62,969 　5　産業振興 1,271
　6　消防 470

   ４　その他の行政コスト 1,374 　7　総務 10,095
　8　議会 718
　9　支払利息 370
 10　回収不能見込計上額 502
 11　その他 593

　経常収益　B 30,617 　経常収益　B 30,617

使用料・手数料  使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金  分担金・負担金・寄附金

　　　　　　　　など 　　　　　　　 　　  など

（差引）純経常行政コスト　A－B 76,989 （差引）純経常行政コスト　A－B 76,989

（単位：百万円）

Ⅳ 行政コスト計算書 本文 P．37～ 

◆純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産が１年間でどのように増減したかを
示すとともに、行政コスト計算書に計上した純経常行政コストをどのような財源で賄っ
ているのかを示すものです。

◆資金収支計算書とは、一会計年度における現金の流れを示すものです。

Ⅵ 資金収支計算書 本文 P．43～ 

◎ 期末の純資産残高は4,625億円
（96億円減）

◇ 一般財源と補助金等受入の合計額

が、純経常行政コストを8億円上回

りました。

◇ 土地価額の下落などにより資産評

価替えによる変動額が△109億円と
なりました。


	2-17　第２部概要版
	2-1１１7　第２部概要版

